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4. 外務員登録事務

国からの委任事務である外務員登録については、 登録者は 12 万人台で推移しています。 こ

のうち、 本協会が実施する試験を受験している外国為替証拠金取引等の外務員登録者数は約

4千人となっています。

また、 システムの老朽化に伴い、 2019 年度上期よりクラウドを使用した汎用システムを基

に新システムの開発を開始しました。 2021 年度下期には会員が直接申請を行えるよう改修を

行い、 2021 年9月よりFFAJ Portalとして稼働を開始しました。

5. 店頭FX業者の決済リスクの管理強化

(1) 法人顧客に対する証拠金規制（為替リスク想定比率の算定等）

法人顧客を相手方とする店頭FX取引について、必要証拠金率の算出・公表業務を 2017 年

2月 17 日より開始しました。

現状において、本協会による必要証拠金率の算出・公表業務はおおむね順調に行われてい

ます。

(2) 「店頭FX業者の決済リスクヘの対応に関する有識者検討会」への対応

金融庁により 2018 年 6 月 13 日に「店頭FX業者の決済リスクヘの対応に関する有識者検

討会報告書」 が公表され、 この中で、 店頭FX業者のストレステストの実施や、 取引デー タ

の報告制度の充実等が、 店頭FX業者の信用力のみならず業界全体の信頼度を向上させ、 中

長期的に良質な店頭FX取引市場の成長につながると提言されました。

（ア） ストレステスト

「金懃商品取引業等に関する内閣府令」の一部改正により、協会の自主規制規則に基づ

くストレステストの実施がFX業者に義務付けられたことから、 本協会において自主規制

規則を新たに制定し、 2020 年 1 月 1 日に施行しました。

協会では、算出した最大想定損失額が算出営業日における固定化されていない自己資本

の額を上回った場合や月次で、報告を受けるとともに、 当該報告を金融庁に報告していま

す。 また、 複数の会員において算出誤りが発生していることから、2020 年7月以降、適正

な算出を行うよう注意喚起文書を発出（今年度は 2021 年9月）しています。
（イ） 取引デー タ保存・報告制度

取引デー タ保存・報告制度への対応として、新たに自主規制規則を制定のうえ、2021 年

4 月 1 日に施行しました。

協会では、店頭FX業者から報告された取引デー タを基に、市場実勢価格と思われるレ
ートとの乖離約定、約定価格のスリッペー ジ、継続的に約定が存在しない時間帯等につい

て分析を行っています。

（集計期間： 2021 年4月1日から 2022 年3月 3 I日まで）

約定乖離について問合せた件数

スリッペ ー ジについて問合せた件数

継続的な無約定時間について問合せた件数

141 件

17 件

14 件

6. 苦情・相談、 あっせん事業

本協会所掌取引に関する苦情等の状況は全体として減少傾向にあり、 2021 年度においても

前年度比8. 2%の減少となりました。

苦情等の内容としては、外国為替証拠金取引では、対面営業による勧誘姿勢やシステム障害

等に関する苦情等であり、 通貨オプション取引では、 バイナリーオプション取引(BO)に係る

相談が寄せられています。
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7. サイバーセキュリティ

近年、 インタ ー ネット取引を通じた顧客の預り金不正出金により顧客が被害を受ける事象

や顧客情報が漏えいする事象が複数発生しています。 これら事象の中には、 FX 取引を行う会

員の顧客の個人情報等を管理する外部委託先が第三者による不正アクセスを受け、 多数の顧

客情報が漏えいするといったものも含まれています。

本協会では、 上記のような不正取引等を防止するため、 FX 取引固有の性質等をも考慮しつつ、 

インタ ー ネット取引システムのセキュリティ水準の向上を図るための対策について、 金触

庁及び日本証券業協会と連携して検討を進め、 2021 年4月7日に、「インタ ー ネット取引にお

ける不正アクセス等防止に向けたガイドライン」を制定し、同ガイドラインに関するQ&Aと

併せて Kinsaki-net を通じて公表しました。また、 一般向け協会ホー ムペー ジにおいて、同

ガイ ドラインの概要を公表しました。

その後、 同年8月18日に、 外部委託先における顧客情報（個人情報）の管理強化等を図る

ため、同ガイドラインの一部改正を行い Kinsaki-net を通じて公表しました。今後とも、 セキ 

ュリティ水準の向上の観点から、 随時状況変化に対応した見直しを行うこととしています。

また、 2021年10月21 日には、 サイバー セキュリティに対する態勢のレベルを底上げするこ

とを目的として実施されている金融庁主催の金融業界横断的なサイバー セキュリティ演習
(Delta Wall VI) に、 前年に続き FX 取扱会員 (6 社）が参加しました。

8. 投資教育事業

2016年度より5ヵ年計画で推進してきた投資教育事業は昨年度で終了しましたが、 2021

年度以降も引き続き、 金融先物取引に関する自主規制機関として、 投資者リテラシ ーを高め

るとともに取引の健全な発展を図るための取組みを進めていきます。

2021年度の取組みは以下のとおりです。

〇 情報発信の新たな手段として、 「You Tube」に公式チャンネルを開設し、 解説動画2本（①

「 FX 取引一新典国通貨」、②「無登録業者とのバイナリー オプション取引への誘いに注意」）

を公開。(2021年11月）

〇 ホー ムペ ー ジ上で新典国通貨等に関する各種レポー トを掲載。

〇 若年層向けの投資教育の一環として、龍谷大学にて「ビジネスと市場リスク」と題した提

供講座を開講。(2021年9月）

9. マネロン ・ テロ資金供与対策

国際社会におけるテロ脅威等が高まる中、 我が国の金融機関等においても更なるマネロン ・

テロ資金供与対策の態勢高度化が求められており、2021年度には第4次FATF対日相互審査が

終了し、 審査報告書が公表されました。

本協会においては、 「マネロン対応高度化官民連絡会」 にオブザー バー 参加しており、 マネ

ロン ・ テロ資金供与対策の重要性や有効な対策を実施する必要性に対する意識の向上を図る

などの取組みを進めています。

また、 2021年9月に 「FATF第4次対日相互審査結果及び今後の対応方針に係る説明会」 に

ついて、 金融庁総合政策局による説明会がWebにより開催され、 会員に参加いただいていま

す。
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証券会社 会員代表者 

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券

株式会社 
取締役社長 荒木 三郎 

あい証券株式会社 代表取締役 加藤 丈典 

セントレード証券株式会社 代表取締役社長 松田 文和 

サクソバンク証券株式会社 代表取締役社長 伊澤 フランシスコ

ＩＧ証券株式会社 代表取締役社長 古市 知元 

フィリップ証券株式会社 代表取締役社長 永堀 真 

ＢＮＰパリバ証券株式会社 代表取締役社長 Tony  Leung 

日産証券株式会社 代表取締役社長 二家 英彰 

ＡＩゴールド証券株式会社 代表取締役社長 若林 正俊 

ＥＺインベスト証券株式会社 代表取締役社長 大森 恒郎 

ＵＢＳ証券株式会社 代表取締役社長 中村 善二 

野村ファイナンシャル・プロダクツ・

サービシズ株式会社
取締役社長 柘植 謙二 

第一プレミア証券株式会社 代表取締役社長 成田 実 

立花証券株式会社 代表取締役社長 石井 登 

あかつき証券株式会社 代表取締役社長 工藤 英人 

株式会社マネーパートナーズ 代表取締役社長 福島 秀治 

株式会社マネースクエア 代表取締役社長 藤井 靖之 

外貨 ex ｂｙＧＭＯ株式会社 代表取締役社長 松本 好史 

ＬＩＮＥ証券株式会社 代表取締役 Ｃｏ－ＣＥＯ 米永 吉和 

株式会社ＳＢＩネオモバイル証券 代表取締役社長 小川 裕之 

UBS SuMi TRUST ウェルス・ 

マネジメント株式会社
代表取締役 ビクター・チャング 

岡三証券株式会社 
代表取締役社長兼社長執行

役員 
江越 誠 

ＨＳＢＣ証券準備株式会社 代表取締役社長 永原 千華子 

外国証券会社 会員代表者 

ＨＳＢＣ証券会社 日本における代表者 永原 千華子 

クレディ・アグリコル証券会社 日本における代表者 Antoine SIRGI 

ＲＢＣキャピタルマーケッツ・ 

ジャパン・リミテッド 
日本における代表者 松本 秀樹 

商品先物会社 会員代表者 

豊トラスティ証券株式会社 代表取締役社長 安成 政文 

岡安商事株式会社 代表取締役会長 岡本 安明 

サンワード貿易株式会社 代表取締役 依田 年晃 

フジトミ証券株式会社 代表取締役社長 細金 英光 

大起証券株式会社 代表取締役社長 大口 博信 


































































































